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要旨：本研究では，既存陸上鉄筋コンクリート部材に存在するひび割れを電着工法によ

り補修し，その適用性を検討した。特に，本研究では，中性化している部材および漏水

している部材に存在するひび割れを対象とした。検討の結果，電着工法により既存陸上

鉄筋コンクリート部材に存在するひび割れを閉塞できることが確認された。さらに，中

性化している部材においては再アルカリ化効果および腐食抑制効果が，漏水している部

材においては止水効果および腐食抑制効果がそれぞれ確認された。 
キーワード：既存陸上鉄筋コンクリート部材，電着工法，中性化，漏水，ひび割れ補修 

 
1. はじめに 
現在，陸上鉄筋コンクリート部材の補修に関

する研究および施工事例が多数報告されている。

これは，社会的に鉄筋コンクリート部材の維持

管理が強く求められているためである。特に，

陸上鉄筋コンクリート部材の補修工法の中で，

現在注目されているものに電着工法が挙げられ

る。図－1 に電着工法の概要を示す。まず，内

部鉄筋を陰極とし，コンクリート表面近傍に陽

極を設置する。その後，外部溶液を介し直流電

流を通ずることにより，外部溶液中の陽イオン

をひび割れ部およびコンクリート表層部へ移動

させる。その結果析出する物質(「電着物」と略

記)によりひび割れの閉塞および表層部の改質

を図る。電着工法の特長としては，(1)ひび割れ

の補修と同時にコンクリートの再アルカリ化お

よび脱塩ができること，(2)湿潤状態のコンクリ

ートを補修できること，(3)微細なひび割れを閉

塞できること，(4)複数のひび割れを同時に閉塞

できること，等が挙げられる。電着工法の適用

事例としては，海中鉄筋コンクリート構造物に

対するものがある 1)。また，陸上鉄筋コンクリ

ート部材への電着工法の適用に関しては，著者

らの実験室レベルでの研究を通し適切な外部溶

液を用いることにより，可能であることが示さ

れている 2)。しかしながら，既存陸上鉄筋コン

クリート部材に対する適用事例はない。 
したがって，本研究では，既存陸上鉄筋コン

クリート部材に存在するひび割れを電着工法に

より補修し，その適用性を検討する。なお，本

研究では，中性化している部材および漏水して

いる部材に存在するひび割れを対象とする。 
 

2. 実験概要 

本章では，既存陸上鉄筋コンクリート部材の

概要，電着方法，電着条件および適用性に関す

る検討項目を示す。 

コンクリート
陰極

(内部鉄筋)

外部溶液

陽極
(チタンメッシュなど)

陽イオン

電着物

ひび割れ

図－1 電着工法の概要 
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2.1 既存陸上鉄筋コンクリート部材の概要 

(1) 中性化している部材の概要 
表－1 に中性化している部材の概要を示す。

また，図－2 に中性化している部材の全景を示

す。本部材は，東京都目黒区の地上 20m に存

在する屋上欄干であり，竣工後 35 年が経過し

ている。ひび割れ幅は，0.3mm 程度である。図

－3 に電着工法適用前のひび割れの様子を示す。

なお，シュミットハンマー法によるコンクリー

トの推定圧縮強度は 35MPa であり，かぶりは

30mm である。また，フェノールフタレイン法

による電着工法適用前の中性化深さは 35mm
である。 

(2) 漏水している部材の概要 

表－2 に漏水している部材の概要を示す。ま

た，図－4 に漏水している部材の全景を示す。

本部材は，東京都目黒区に存在する鉄道下のト

ンネルカルバート壁面であり，竣工後 50 年以

上が経過している。ひび割れ幅は狭い部分で

0.5mm 程度，広い部分で 1.2mm 程度である。

図－5 に電着工法適用前のひび割れの様子を示

す。なお，シュミットハンマー法によるコンク

リートの推定圧縮強度は 28MPa であり，かぶ

りは 60mm である。また，フェノールフタレイ

ン法による電着工法適用前の中性化深さは 0 
mm である。 

2.2 電着方法 
現在，電気化学的防食工法を陸上鉄筋コンク

リート部材に適用する場合，外部溶液の供給方

法には，パネルを用いた方式，またはセルロー

表－1 中性化している部材の概要 

実施場所 東京都目黒区地上 20m 

部材の種類 陸上鉄筋コンクリート部材 
屋上欄干，竣工後 35 年経過 

ひび割れ 

中性化に起因するひび割れが存在 
鉄筋長手方向に幅 0.3mm 程度の 
ひび割れ 
中性化深さ：35mm 

 

 
図－2 中性化している部材の全景 

 

 

図－3 電着工法適用前のひび割れの様子 

（中性化） 

ひび割れ幅 0.3mm 

 
5cm 

表－2 漏水している部材の概要 

実施場所 東京都目黒区 

部材の種類 陸上鉄筋コンクリート部材 
トンネル壁面，竣工後 50 年以上経過 

ひび割れ ひび割れからの漏水 
縦方向に 0.5mm～1.2mm のひび割れ 

 

 

 
図－4 漏水している部材の全景 

 

 

 

図－5 電着工法適用前のひび割れの様子 

（漏水） 

ひび割れ幅 0.5mm 

 
5cm 
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スファイバーを用いた方式が一般的に用いら

れている 3)。パネルを用いた方式では，対象面

にパネルを設置し，このパネル内部に外部溶液

を封入する。これにより外部溶液を対象面に保

持する。一方，セルロースファイバーを用いた

方式では，対象面に水分保持材（セルロースフ

ァイバー）を吹き付け，そこに外部溶液を散布

する。これにより外部溶液を対象面に保持する。

本研究では，(ア)電着工法適用中の維持管理が

容易であること，(イ)既往の検討で用いられた

溶液の供給方法に近いこと，等の理由から，パ

ネルを用いた方式を採用した。パネルの取り付

け方法を以下に示す。まず，陰極となるコンク

リート中鉄筋にリード線を接続するため，ひび

割れから 50cm 程度離れた場所でコンクリート

をはつり取り，コンクリート中鉄筋を露出させ

た。次に，パネルを取り付ける個所にマーキン

グしドリルで穴をあけ，そこにナットを埋め込

んだ。その後，陽極となるチタンメッシュをあ

らかじめ取り付けたパネルを所定の位置に設

置し，ボルトにより留めた。図－6 にパネルを

取り付け後の部材の様子を示す。 
また，電着期間中はポンプによる外部溶液の

循環供給を行った。外部溶液の交換に関しては，

中性化している部材に対しては 1 週間毎に，漏

水している部材に対しては毎日行った。 
表－3 に本研究で使用した電着条件を示す。

特に，外部溶液種類に関しては，既往の検討 4)，

5)より適切と判断されたものを使用した。 

2.3 適用性に関する検討項目 

(1) ひび割れの閉塞状況 

電着物によるひび割れの閉塞状況を把握す

るため，電着工法適用後のひび割れ部およびコ

ンクリート表面部の目視観察，写真撮影を行っ

た。 
(2) 再アルカリ化効果（中性化） 

電着工法適用前，電着工法適用後，および電

着工法適用後 2 年間放置した後のかぶりコンク

リートの中性化深さを測定し，電着工法による

再アルカリ化効果を評価した。中性化深さの測

定にはフェノールフタレイン法を用いた。 
(3) 止水効果（漏水） 

電着工法適用前後の漏水部を目視観察，写真

撮影し，電着工法による止水効果を評価した。 
(4) 腐食抑制効果 

電着工法適用後の腐食抑制効果をコンクリ

ート中鉄筋の自然電位および分極抵抗を測定

することにより評価した。コンクリート中鉄筋

の自然電位の測定に際しては，照合電極として

飽和硫酸銅電極を使用した。なお，腐食程度の

判定は，ASTM C876 に準じて行った 6)。また，

コンクリート 中鉄筋 の分極抵抗は ， FRA
（Frequency Response Analyzer）を使用した

交流インピーダンス法により測定した。なお，

分極抵抗の測定時の条件は，5000Hz～0.05Hz
の範囲において，振幅 50mV の電圧を与えるこ

ととした。そして，水流らの研究 7)を参考とし，

得られた分極抵抗を基にミクロセル腐食電流

密度を算出した。算出には式(1)を用いた。 

 
図－6 パネル取り付け後の部材の様子 

1.0m 

表－3 電着条件 

 中性化 漏水 

外部溶液種類 Mg(CH3COO)2 
ZnSO4 Mg(CH3COO)2 

外部溶液濃度 
（mol/l） 

0.10 0.50 

電流密度 
（A/m2） 

1.0 2.0 

電着期間 
（日） 

7 および 28 
(溶液交換 7日毎) 

7 
(溶液交換毎日) 
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p
cor R

ki =           (1) 

ここで，icor ：ミクロセル腐食電流密度(A/cm2) 
k  ：定数 =0.0209(V)7) 
Rp ：分極抵抗(Ω･cm2) 

その後，得られたミクロセル腐食電流密度より

ミクロセル腐食速度を算出した。この際，ミク

ロセル腐食電流密度が 100μA/cm2 の時，ミク

ロセル腐食速度は 1.16mm/年とした 8)。 
 

3． 電着工法の適用性に関する検討 

3.1 中性化している部材 

(1) ひび割れの閉塞状況 

図－7 に外部溶液として Mg(CH3COO)2 水溶

液を用い 7 日間電着工法適用後のひび割れの様

子，図－8 に外部溶液として Mg(CH3COO)2 水

溶液を用い 28 日間電着工法適用後のひび割れ

の様子を示す。これらより，電着工法を適用す

ることにより，既存陸上鉄筋コンクリート部材

に存在するひび割れを閉塞できることが確認

される。また，7 日間電着工法適用後のコンク

リート表面と 28 日間電着工法適用後のコンク

リート表面の様子を比較すると，前者はひび割

れに集中して電着物が析出しているのに対し，

後者はコンクリート表面にも電着物が析出し

ていることが確認される。この理由としては，

電着工法適用初期において，ひび割れ部の抵抗

が小さく，ひび割れ部に多くの陽イオンが供給

されることが挙げられる。すなわち，電着期間

の増加に伴い，ひび割れが電着物により閉塞さ

れ，ひび割れに卓越して供給されていた陽イオ

ンがコンクリート表面部にも供給されるよう

になったためと考えられる。 
一方，図－9 に外部溶液として ZnSO4 水溶液

を用い 28 日間電着工法適用後のひび割れの様

子を示す。図－8 と図－9 のコンクリート表面

を比較した場合，外部溶液として ZnSO4 水溶液

を用い電着工法を適用した場合，電着期間の増

加に伴う外部溶液の pH 低下により，コンクリ

ート表面が酸荒れすることが確認された。また，

外部溶液交換時(電着期間 7 日間)のそれぞれの

外部溶液の pH を測定したところ，  Mg 
(CH3COO)2 水溶液を用い電着工法を適用した

場合，pH は 6 程度であったのに対し， ZnSO4

水溶液を用い電着工法を適用した場合，pH は 3
以下に低下することが確認された。これは，

Mg(CH3COO)2 水溶液が有する緩衝作用のため

と考えられる 5)。したがって，外部溶液として

Mg(CH3COO)2 水溶液を用いることにより，電

着期間の増加に伴うコンクリート表面の酸荒

れを防止できることが確認された。 
また，図－10 に電着工法適用後 2 年間放置し

た後のひび割れの様子を示す。これより，電着

工法適用後 2 年間放置した後も電着物はひび割

れ部を閉塞し続けていることが確認される。 

 
図－7 7 日間電着工法適用後のひび割れの様子

（Mg(CH3COO)2 水溶液） 
 

 
図－8 28 日間電着工法適用後のひび割れの様子

（Mg(CH3COO)2 水溶液） 
 

 
図－9 28 日間電着工法適用後のひび割れの様子 

（ZnSO4 水溶液） 

 
5cm ひび割れ閉塞部 

 
10cm 

ひび割れ閉塞部 

 
5cm 

ひび割れ閉塞部 
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(2) 再アルカリ化効果 

表－4 にフェノールフタレイン法による電着

工法適用前後の中性化深さを示す。これより，

中性化している部材に対し電着工法を適用し

た場合，コンクリートは再アルカリ化され，電

着工法適用後 2 年間放置した後でもその効果は

保たれることが確認される。 
(3) 腐食抑制効果 

図－11 に自然電位と放置期間の関係，表－5

に電着工法適用前後のコンクリート中鉄筋の

ミクロセル腐食速度を示す。これらより，電着

工法適用後 2 年間放置した後でも，自然電位は

貴な状態であり，ミクロセル腐食速度は低いこ

とが確認される。したがって，電着工法適用後

2 年間放置した後でも電着工法による腐食抑制

効果は保たれることが確認される。これは，表

－4 に示したように，中性化した鉄筋近傍のコ

ンクリートが電着工法により再アルカリ化さ

れたためと考えられる。 
3.2 漏水している部材 

(1) ひび割れの閉塞状況 

図－12に 7日間電着工法適用後のひび割れの

様子を示す。これより，漏水している部材に存

在するひび割れを閉塞できることが確認される。 

(2) 止水効果 

図－5 と図－12 を比較した場合，電着工法適

用前のひび割れでは漏水が確認されるが，電着

工法適用後のひび割れでは漏水が確認されない。

これより，電着工法により，漏水している部材

に存在するひび割れからの漏水を防止できるこ

とが確認される。 

 
図－10 電着工法適用後 2 年間放置した後の

ひび割れの様子（Mg(CH3COO)2 水溶液） 
 

表－4 電着工法適用前後の中性化深さ 
（Mg(CH3COO)2 水溶液） 

 中性化深さ (mm) 
電着工法適用前 35.0 
電着工法適用後 15.5 
電着工法適用後 2 年後 16.7 

 

ひび割れ閉塞部 
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図－11 自然電位と放置期間の関係 

（Mg(CH3COO)2 水溶液） 
 
表－5 電着工法適用前後のコンクリート中鉄筋

のミクロセル腐食速度（Mg(CH3COO)2 水溶液） 

 
ミクロセル腐食速度 

(mm/年) 
電着工法適用前 6.06×10-4 
電着工法適用後 1.62×10-4 
電着工法適用後 2 年後 1.89×10-4 

 

 
図－12 7 日間電着工法適用後のひび割れの様子

（Mg(CH3COO)2 水溶液） 
 
表－6 電着補工法適用後のコンクリート中鉄筋

のミクロセル腐食速度（Mg(CH3COO)2 水溶液） 

 
ミクロセル腐食速度 

(mm/年) 
電着工法適用前 2.69×10-4 
電着工法適用後 1.86×10-4 

 

ひび割れ閉塞部 

 
5cm 
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(3) 腐食抑制効果 

表－6 に電着工法適用前後のコンクリート中

鉄筋のミクロセル腐食速度を示す。これより，

電着工法により既存鉄筋コンクリート部材中鉄

筋のミクロセル腐食速度を低下できることが確

認される。これは，電着工法によりひび割れが

閉塞され，鉄筋の腐食に必要な酸素が鉄筋近傍

へ供給されなくなったためと考えられる。 
 
4. 結論 

本研究により得られた主な知見を以下に示す。 

(1)電着工法により中性化している部材に存在

するひび割れを閉塞できることが確認され

た。また，外部溶液として緩衝作用を有する

Mg(CH3COO)2 水溶液を用いることにより，

電着期間の増加に伴うコンクリート表面の

酸荒れを防止できることが確認された。さら

に，中性化している部材においては，電着工

法による鉄筋近傍のコンクリートの再アル

カリ化効果およびコンクリート中鉄筋の腐

食抑制効果が確認された。これらの効果は電

着工法適用後 2 年間放置した後でも保たれ

ることが確認された。 
(2)電着工法により漏水している部材に存在す

るひび割れを閉塞できることが確認された。

また，漏水している部材においては，電着工

法によるひび割れ部での止水効果およびコ

ンクリート中鉄筋の腐食抑制効果が確認さ

れた。 
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